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村上 和光
はじめに をあきらかにしない限り，「労働による価値規
定」と「価値法則」との，資本制的生産におけ
る内的関係もあきらかにはならないというべき
であろう。そしてそうであるとすれば実は，「価
値法則」は，「労働による価値の決定」というこ
の命題に限定されてはならず，むしろこの点を
超えてさらに広い内容をもつものとして把握さ
れる他なくなるのは当然であって，「価値法則」
論の範囲と内容との確定があらためて重大問題
となってくるように思われる。
要するに，「価値法則｣論が原理論の各論理領
域でどのような特質をもって具体的に展開され
るべきか，が検討課題にならざるをえないと
いってよいが，本稿ではそのような視点に立っ
て，「価値法則｣論の，原理論体系における現実
的展開を，原理論の，「流通形態論」→「生産過
程論｣→｢分配関係論｣，という展開構造に対応
した特有な「方法」と「特質」の点から，立入っ
て考察していくことにしたい。
通常，『資本論jの価値法則論は，冒頭商品論
における商品価値の投下労働量による規定とそ
れにもとづくいわゆる等労働量交換に集約され
て把握されてきたといってよい。しかし，投下
労働量による商品価値の決定というこの命題が
「価値法則」論の展開にとって１つの基本内容
を構成することは当然としても，「価値法則｣論
の主内容をその点に強く限定してとらえること
にはなお問題があるように思われる。それとい
うのも，もし「価値法則」をこのように労働に
よる価値規定および等労働量交換に過度に傾斜
して設定することになれば,｢価値と生産価格と
の矛盾問題」として広く論争がつみ重ねられて
きた中で示されるように，「価値法則｣を前資本
制的生産にのみ適合する法則とするか，あるい
は｢価値法則」を資本制的生産内部において｢修
正」を受けるものと考えるかのいずれかの処理
方式が採用されざるをえなくなり，したがって，
どちらにしても資本制的生産と「価値法則」と
の内的＝必然的関係は著しくあいまいとなる他
はない，からである。その点からすれば，例え
ば商品価値の労働による規定という命題をもし
「価値法則」の内容として生かすとしても，た
だその命題をそのまま直線的に主張するだけで
は問題が一向に解決しないのは明白であって，
むしろその内容が，資本制的生産のどのような
特有な「形式」によって媒介されつつ資本制的
生産によってどのような固有な「根拠」づけを
与えられ，さらに資本制的生産におけるどのよ
うな「機構」にもとづいて貫徹していくのか，
Ｉ価値法則の定義と範囲
［１］さて原理論体系における「価値法則」
論の展開を具体的にみる前に，まず｢価値法則」
把握の方向性を確定しておく必要があるが,「資
本論』体系においてマルクス自身は,｢価値法則」
をいかなるものとして把握すべきかについて明
ｌ）確にのべているわＩ十ではない。つまり「価値法
則」に関連して様々なことが指摘されていなが
らもマルクス自身の言葉で「価値法則」の内容
が明示的にあきらかにきれているわけではない
のである。したがって「価値法則」の立入った
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どおりの交換」に傾斜してとらえられた「価値
法則」との関係があらためて問題とならざるを
えないわけである。この点こそいわゆる「価値
５）
と生産価格との矛盾｣問題に他ならなし､が，「生
産価格」こそ資本制的生産における現実的商品
交換基準である以上，このような理解では，「価
値法則」の資本制的生産における適用可能性が
大きな難点として表面化してしまうといってよ
い。
したがってこのような「矛盾」を回避しよう
とすれば次の２つの方法をとる以外にはないで
あろう。つまり１つは，－例えばエンゲルス
６）の「生産価格論」への注言己に明瞭なように
－｢価値法則」を「生産価格」規定の出現しな
い前資本制的法則として考える方法である。こ
の方法からすると，「価値法則｣は資本制的生産
の基本法則ではなく，むしろ前資本制的生産に
もとづくいわゆる「商品生産」の基本法則とな
らざるをえないが，しかしこのあつかいについ
ては次のような疑問が生じよう。すなわち，
(1)まず１つは「資本制的生産」と質的に区別さ
れる,歴史的にはいわゆる「単純商品生産社会」
の別名にすぎない「商品生産」なる次元の設定
については，その歴史的抽象根拠がきわめて不
明確なことである。さらに論理的に考えても，
あくまでも資本の価値関係の一環としてのみ
「商品生産」の価値関係も論理的に設定しうる
ことに注意を要するのであって，いずれにして
も，「資本制的生産」と独立に「商品生産」を設
７）
定しても無意味なことがあきらカコであろう。
(2)つぎに２つめは，そのような抽象根拠の不
正確な「商品生産」においては，「価値法則」
を１つの体系だった統一的な「法則」として形
成していく機構が完備されていない，という点
である。なぜなら，「価値法則｣を１つの統一的
「法則」として自己形成する機構システムは，
労働力商品化を基軸としつつ資本を主体とする
資本制的社会編成の中でこそはじめて確立する
のであるから，その資本制的生産ときりはなさ
れた「商品生産」において，「価値法則」の成立
内容規定についてはむしろこれから解明される
べき課題としていぜん残されているといってよ
いが，その場合，『資本論！「価値法則」論の主
内容が，労働量による価値規定およびそれを前
提とした商品の等労働量交換という点にあるこ
とは一応否定できないところであろう。そして
まさにその点から『資本論』の「価値法則」論
は，第１巻冒頭でのいわゆる「労働価値説」に
集約されて通常とらえられる傾向が強かったも
のと思われる。事実，『資本論jの現実的展開に
おいては，冒頭商品論での投下労働量による価
値の実体規定を起点としつつ，少なくとも第３
巻の生産価格論に至るまでは，－いくつかの
２）
部分で「価値と価格との背離」Ｉこ関する重要な
指摘がありながらも－，「価格｣の運動を，労
働実体量に直接的に規制された「価値」水準に
還元するとともにその価値実体次元での商品交
換がほぼ一貫して前提されていたといってよ
く，まさにこのようなことからマルクスは，「等
労働量にもとづく価値どおりの交換」を「価値
３）
理論」として把握し，このような内容をもつも
のとして「価値法則」の主内容が理解されてい
たと考えられる。
ところで，『資本論』の，労働価値説にもとづ
くこのような「価値法則」理解こそ，一面で，
「価値」の実体を解明しつつ剰余価値生産の内
実をあきらかにし，もって資本と労働との内的
生産関係分析に対して決定的重要性をもたらし
たことは明白だといわねばならないが，しかし
他面，このような「価値法則」理解はきわめ
て重大な問題性をはらむものであった。すなわ
ち，このような「等労働量にもとづく価値どお
りの交換」を「価値法則」の基本内容ともし考
えると，では「生産価格での交換」はどのよう
な事態となるのか，という問題であって，すで
にあきらかなように－マルクス自身指摘する
ように－｢生産価格での交換｣次元は，特殊な
場合をのぞいて，「価値どおりの交換｣とは量的
４）
にくいちがうのである力､ら，『資本論j第３巻で
展開されるこの「生産価格での交換」と，「価値
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と展開をあきらかにしようとするのは本来困難
なはずだからである。そして(3)３つめには，
『資本論』の実際の展開をみても，その少なく
とも第１巻第３篇以降については,明確に｢資本
制的生産」を理論対象としながらしかも同時に
「等労働量にもとづく価値どおりの交換」が設
定されているのであるから，たとえ「価値法
則｣＝｢価値どおりの交換｣と把握したにしても，
「価値法則」を前資本制的生産次元で適用され
るものとして考えることには，「資本論』自体の
内容から考えても問題が残ることになろう。
つぎに，「価値法則」と生産価格の「矛盾」回
避の第２の方法としては,｢価値法則｣を一応｢資
本制的生産」にもとづいて設定したうえで，そ
の後，特に｢生産価格｣規定に関して「価値法則」
の一定の「修正」をもちだす方法があげられる。
つまりこの方法によると，資本制的生産を規制
する「法則」としては，主に『資本論」第１、
２巻に適用される,「等労働量にもとづく価値ど
おりの交換」としての「価値法則」と，それの
一定の｢修正｣としての，「生産価格による交換」
としての交換法則とが，二重に存在することに
ならざるをえず，たしかに一面で，「価値法則」
が資本制的生産に適用可能とされてはいるもの
の，他面では，この「価値法則」が「修正」さ
れつつ，それと同一次元で「生産価格」関係が
もう’つ別の交換法則として設定されるとい
う，論理展開上の切断ないしは二元化が生じて
しまう。したがってこのように，資本制的生産
という同一基盤の上で，「価値どおりの交換｣＝
「価値法則」と「生産価格での交換」という二
重の「交換原理」を，同一の商品交換関係にも
とづいて置こうとすれば，一方の「原理」は他
方の「原理」からの「修正」として関係づけら
れる他はなくなるから,その点では,｢生産価格」
規定を中心とする第３巻における「価値法則」
の適用可能性は，結局不明確になると考えら
れる。
しかし,資本制的生産の上に２つの異なる｢交
換原理」を設置し，しかもその２つを「修正」
の関係におくのであれば，それは『資本論』体
系の論理体系性を大きくくずすものだという以
外にない。なぜなら，前に与えたヨリ包括的．
抽象的・基本的規定が，後に展開される規定に
よってヨリ具体化されるという関係である場合
には論理体系`性を阻害することはないが，今の
場合のように，同一の関係に対して，以前に与
えた規定を後の規定によって「修正」するとい
うのであれば,それはそもそも形式論理上の｢矛
盾」に他ならないから，それは『資本論ｊ体系
の体系化にとって決して許される方法ではない
といえよう。そしてそうであれば結局，資本制
的生産にもとづいて「価値法則」を設定すると
いう，この方法の半面での正当性も，そこでは
「価値法則」が資本制的生産の上で「修正」を
受けるわけであるから，具体的には明確に貫か
れているとはいえず，むしろそこには，「価値法
則」が資本制的生産にそくして現実的に適用可
能であるか否かについて，いぜんとして空隙が
残されていると考える他はないのである。
以上，『資本論』で事実上展開されている，「等
労働量にもとづく価値どおりの交換」を「価値
法則」の主内容として把握する方法を検討して
みたが，「労働による価値の決定｣とそれにもと
づく「個別商品の交換規制」とを同時に主張し
ようとするかぎり，どのような操作をほどこし
てみても，そこには大きな難点が生じざるをえ
ないことが確認できた。そうであるとすれば，
このような「等労働量にもとづく価値どおりの
交換」に「価値法則」の基本的内容を求める「価
値法則」把握にそもそも根本的な問題性がある
ことが予想されるが,その点を念頭におきつつ，
以上のような「資本論』における「価値法則」
展開をふまえて次に宇野弘蔵氏の「価値法則」
理解をみていくことにしよう。
［２］さて宇野氏は例えば価値法則の内容を
総括的に次のように説明されている。
「一般に価値法則という言葉は，商品の等価交換と
して理解されやすいが，価値法則の根本は種々なる使．
用価値の生産に要する労働によって商品の価値が決
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も「生産価格」規定によって「価値法則」を「修
正｣せずにこの「投下労働量による価値の決定」
という側面を「価値法則」の主内容として生か
そうとすれば，「労働による価値の決定｣という
この側面をどのような抽象水準・パラダイムに
おいて展開するかについては重要な考慮が必要
となるであろう。すなわち，「労働による価値の
決定」を，個別資本一個別商品という次元で遂
行・論証しようとする限り，そのような方法に
もとづく「労働による価値の決定」は，個別商
品次元にそくした「生産価格」水準といぜんと
して現実的に矛盾をきたし，したがって「価値
法則」はそこで「修正」される以外になくな
るのだから，－たとえ宇野氏のように「労働
による価値の決定」を『資本論』とはちがって
冒頭商品論ではなく「資本の生産過程」論て､な
すにしても－この難問を処理しながら,｢労働
による価値の決定」を「価値法則」論の一環と
して生かすためには，それを，どのような抽象
水準の資本・商品のもとで，どのようなパラダ
イムにそくして論証すべきなのか，については
きわめて重大な考察が不可欠であるように思わ
れる。また(2)宇野氏にあっては，この「労働
による価値の決定」を「資本の生産過程」論
でおこなう－これはいうまでもなく宇野説の
１０）
決定白勺|こ重要な成果だが－－構成がとられて
おり，そしてその場合，それが単なる生産過程
ではなく，「資本｣という特有な形態規定にもと
づく「生産過程」でおこなわれる点にその論理
的ポイントがある以上，「資本の生産過程｣での
「労働による価値の規定｣というその内容には，
その不可欠の前提として「資本」という形態規
定がおかれていなければならないといってよ
い。いいかえれば「価値法則」の１つの内容と
して「労働による価値の決定」という側面が主
張可能なためには，すでに「資本」という流通
形態があらかじめ示されている必要があるとい
うことに他ならないが，さらに，この「資本」
解明のためにはその基本形態として｢貨幣」「商
品」という流通形態規定が前提となるから，結
定せられるということにある。等価交換は，社会的労
働の各種使用価値の生産への配分と共に，かかる価値
８）
法則の展開に他ならなし､｡」
みられるとおり，「価値法則｣の内容として①
「種々なる使用価値の生産に要する労働によっ
て商品の価値が決定せられるということ」＝投
下労働量による価値の決定，②商品の「等価交
換｣,③「社会的総労働の各種使用価値の生産へ
の配分｣＝労働の部門配分,の三面が指摘されつ
つ，しかもその三側面の中では②の投下労働量
による価値決定がその「根本」規定であり，他
の２つはこの「価値法則の展開に他ならない｣，
とされている。その点では宇野氏の｢価値法則」
理解は,労働による価値規定といういわゆる｢労
働価値説」にきわめて強く引きつけられた把握
になっているといってよいが，いずれにしても
この三側面の指摘において，すでにみた『資本
論｣の,「等労働量にもとづく価値どおりの交換」
という「価値法則」理解がほぼ全面的にカバー
されていることがみてとれる。
そこで以上の三側面をもつ宇野氏の「価値法
則」論が検討されなければならないが，宇野氏
の指摘される三側面をまず個別的に検討し，そ
のうえで宇野「価値法則」論の全体的性格につ９）
いて考察をｶﾛえることにしよう。
まず第１に①の「投下労働量による価値の決
定」という，氏のいわゆる「価値法則」の「根
本」内容からみていくと，この点に関しては
－すでに『資本論』の場合にもみたように
－この命題がただ単純に主張されるわけには
いかずあくまでも次の諸点に注意が必要であ
る。つまり(1)生産価格においては，氏自身も
明確にされているように，その水準が投下労
働量によっては直接決定されずにむしろそれか
ら恒常的に背離する以上，「生産価格論｣までを
も視野に入れた場合,「投下労働量による価値の
決定」というこの内容をそのままの形で維持で
きないことはいうまでもない。したがって，「価
値法則」を前資本主義的なものとすることなく
資本制的生産の前提の上に明瞭に設定し，しか
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局，「労働による価値の決定」を「価値法則」の
内容とするためには，「商品・貨幣･資本」の形
態規定の特質解明がその不可欠の条件となると
考えられる。そうとすれば，「価値法則｣論の包
括範囲の中に，この「流通形態論」もその－構
成内容として当然含まれなければならなくなる
のはいうまでもないであろう。
さらに(3)この「資本の生産過程｣論で「労働
による価値の決定」が示されるとする場合，
その「資本の生産過程」の現実的展開は，資本
と労働との階級対立関係の「剰余価値生産」を
めぐる運動過程に他ならないから,「資本の生産
過程」論にそくした，「労働による価値の決定」
命題の，「価値法則｣の主内容としてのこのよう
な確定は，結局，「価値法則」が「資本の生産過
程」－具体的には資本による価値増殖運動
一を規制している点をあきらかにすることと
ならざるをえない。したがってそうであれば，
資本の生産過程にもとづいて「労働による価値
の決定」を「価値法則」の内容として主張しよ
うとするかぎり，「価値法則｣を，単に商品の交
換関係にとどまらずに，資本の生産運動や価値
増殖運動，さらにはそれを前提とした資本の蓄
積・再生産運動をも規制する「法則」とせざる
をえなく，要するにその点では，「価値法則｣論
の主要構成要因の一部に，資本の「生産」・「蓄
積」・「再生産」というヨリ広い領域が包括され
る以外になくなってくるのは当然といえよう。
まず第１の①「労働による価値の決定」とい
う命題を「価値法則」の内容として主張するた
めにはさしあたり以上のような注意が必要と
いってよい。
ついで第２に②の「等価交換」という内容を
みることにしよう。さてこの場合「等価交換」
ということの意味だが，宇野氏においてはこれ
が単なる等しい価格水準での商品交換というこ
とにとどまるのでないことはいうまでもない。
そうではなく，宇野氏にあってはすでに①にお
ける「労働による価値の決定」を前提としてこ
の「等価交換」がいわれる以上，それはいわゆ
る「等労働量交換」以外ではなく，したがって
それが『資本論」での「等労働量にもとづく価
値どおりの交換」を意味していることは当然と
いってよい。しかしこの「等労働量交換」とし
ての「等価交換」については，くりかえしみて
きたように，それを前資本主義的な商品交換規
制方式とみるのでないかぎり－いうまでもな
く宇野氏はこのような方向性は否定されている
－原理論体系上で，資本制的生産の現実的な
商品交換基準をなす「生産価格交換」と量的に
矛盾しつつそれによって論理的に「修正」され
る以外になくなってしまうから，これでは「価
値法則」がそのまま資本制的生産において貫徹
することができずに一定の「修正」をこうむる
という事態におちいらざるをえない。したがっ
て，この「等労働量交換」としての「等価交換」
という側面は，そのままの形では「価値法則」
の内容にとり入れることはできないのであっ
て，この「等価交換」という側面を「価値法則」
の構成内容として生かすためには，「等価交換」
の内容に関して以下のような特別な考慮が不可
欠であろう。
つまりまず(1)この「等価交換」という命題
から，「等労働量交換」という前提をとりは
らって，それを，一定の商品価格水準形成の必
然性とそれにもとづく一定の基準価格での商品
交換の不可避性，という内容に読みかえること
が必要であろう。この点は，単なる｢一物一価」
にもとづく商品交換というあまり意味のない規
定にとどまるのではなく，資本制的生産におい
ては，一定の基準価格が「法則的」に形成され
る必然性と，それを基準とした商品交換が「法
則的」に強制されざるをえない不可避性とが存
在していることにこそその要点がある。そうで
あればつぎに，(2)このような一定の客観的価
格水準を形成せしめる特有な仕組みが,「等価交
換」としての「価値法則」論の主要な考察範囲
に入ってこざるをえなくなってくる｡すなわち，
一定の客観的価格水準形成に対して重要な作用
をはたすものとして，まず①「価格」形態成立
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に必要な「価値形態論」をはじめとして，②価
格変動を通してその客観的価格基準への集約を
実現する「貨幣の価値尺度機能論」や，③さら
には「資本形式論」における現実的な価格水準
調整機能，などの流通形態上のいくつかの規定
が，「等価交換｣成立の前提としてあらかじめま
ず明確にされていなければならないといえよ
う。その意味で「等価交換」を「価値法則」の
－側面として位置づけるためには，以上のよう
な流通形態規定の，商品価格水準形成にはたす
諸機能を，「価値法則｣論の内部にとりこんでお
くことがぜひ不可欠なのである。そしてさらに
(3)この「等価交換」が現実に貫かれていくた
めの商品価格形成機構が示されなければ，「等
価交換」を「価値法則」の一側面として十分に
把握しきることはできない。その場合，資本制
的生産においては，現実的な交換価格水準はま
ず「生産価格」論において解明されるのである
から，「等価交換｣の現実的内容を理論的にあき
らかにするためには，「価値法則｣の内容とされ
る「等価交換」と「生産価格」論との内的関係
が解明されなければならないのは当然である。
そしてそのうえでさらに，部門内および部門間
の関係を考慮しつつ需給の現実的発動をも加味
した「市場生産価格」論が商品価格基準形成機
構に関するさらに立入った具体的内容をあきら
かにするし，それは最終的には景気循環過程に
おける商品価格の変動プロセスにおいて最も完
成された姿をとるのであるから，そこまで論理
を拡張するとすれば，「等価交換」が形成･展開
していくメカニズムをヨリ的確にあきらかにす
るためには，「生産価格」論一「市場生産価格」
論一「景気循環」論までをもその視野に入れざ
るをえないともいえよう。そう考えれば，「等価
交換」を「価値法則」の一側面として主張する
にしてもそのためには，「等価交換｣の現実的機
構としてのこのような分配諸規定の考察がぜひ
必要となり，したがって「価値法則」論体系と
しても，このような運動機構諸規定を，その不
可欠の－構成部分として包括する必要性が決し
て否定できないといわざるをえない。
要するに，「等価交換」を「価値法則」の一環
として設定するためには少なくとも以上のよう
な立入った考慮がどうしても欠かせないように
考えられる。
最後に第３に③の｢社会的労働の部門間配分」
の内容に眼を移そう。さてこの論点は，投下労
働量によって決定される「価値」を基準として
商品の「等価交換」がおこなわれた結果社会的
各生産部門への適正な労働配分が実現される，
という側面にかかわるが，しかしこの「労働配
分」自体はどんな社会においても遂行されなけ
ればならないいわば「経済原則」であるから，
この「労働配分」としての実体関係そのものを
単純に主張してもそのことで「価値法則」の内
容をあきらかにしたことにはならない。した
がって，この「労働配分」が資本制的生産にお
いて現実的に実行されるその特有な形式こそが
重要であり，その点にそくしてこそ｢労働配分」
が「価値法則」の一環をなすことの根拠もあき
らかになるといってよいから，この｢労働配分」
を「価値法則」の－側面として把握するために
は以下の諸点を特に考慮する必要がでてこよ
う。つまりまず最初に(1)宇野氏のこのような
説明では，まさに「等労働量にもとづく等価
交換」によって「労働配分」の適正化が実現さ
れる，と考えられているが実はそうはいえない
点である。いうまでもなく，そのような「投下
労働量」で決まるとされる「価値」とはむしろ
くいちがう「生産価格での商品交換」を通して
こそ，部門間の需給調整＝資本移動調整を媒介
としつつ「労働配分」の適正化がもたらされる
からであって，もしそれとは別に，「価値どおり
の交換」にもとづく「労働配分」を設定するこ
とになれば，資本制的生産という同一体系の内
部で，「二重の需給均衡｣＝「二重の労働配分均
１１）
衡」を置いてしまうこととなり，いずれ|こして
も一方は他方の「修正」にならざるをえないと
いう大きな難点をかかえざるをえないことにな
ろう。その意味では「労働配分」を「価値法則」
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の￣側面に加えるにしても，それを「等労働量
にもとづく価値どおりの交換」とは区別される
次元のものとして考えておくことがまず不可欠
だといってよい。そうであれば(2)第２に，「労
働配分」を現実的に遂行していく資本制的生
産の固有の方式があきらかにきれなければな
らないが，この「労働配分」とはなによりも，
特定の使用価値生産に対する特定種類の労働の
配分ということに他ならないから，そこには当
然，特定の使用価値に対する需給の問題が関
わってこざるをえず，その意味で「労働配分」
実現のための最も基本的な形式として,｢価値形
態論」における「需給発動様式の資本制的特質」
がまず考慮されねばならなくなる。そしてそれ
を前提としてつぎに,資本制的生産における｢労
働配分」遂行の「形態」たる商品．貨幣．資本
の流通形態諸規定が続いて考察の視野に入って
くるわけであって，要するに「労働配分」を｢価
値法則｣論の一環に組みこむためには，「価値形
態論」を中心とする流通形態論をその体系の－
部にあらかじめ含めておくことがさしあたり必
要といえよう。
しかもつぎに(3)そのような「労働配分」を
資本制的生産がくり返えし実現できる根拠と
して，資本による蓄積過程の自律的展開＝労働
力の自律的な再生産機構の必然性をあきらかに
しておくことが不可欠だし，さらにそれにもと
づいてこそ，「再生産表式論」において，「生産
手段生産部門」と「生活資料生産部門」との間
での，資本制的方式による「労働配分」も基本
的に解明可能なように考えられる。したがって
その点からすると「労働配分」と「価値法則」
の内的関連を明確化するためには，「資本蓄積
論」や「表式論」をも「価値法則」論体系の内
部に，その重要な構成領域をなすものとして適
切に位置づけておくことが大切なように思われ
る。さらにそのうえで，（４）「労働配分」展開
のための現実的メカニズムがつぎに立入って示
されなければ「労働配分」の実現過程はあきら
かにならないから，「労働配分｣－資本配分を
遂行する現実的基準である，「競争」→「平均利
潤率」→「生産価格」→「市場生産価格」の論
理がどうしても解明されねばならないし，さら
には，このような「労働配分」をもたらす資本
移動＝配分を最も具体的次元でおし進める「信
用機構」と「景気循環」との展開も，「労働配分」
を支える現実的機構の一環としてやはりあきら
かにきれる必要は残るといわざるをえない。要
するに，「労働配分｣実現の諸機構をなすものと
して，「競争｣→「信用」→｢景気循環」をも「価
値法則」論はその論理体系に含むべきことがあ
きらかなのであって，結局，「労働配分」を「価
値法則」の一部として考えるためには以上のよ
うな諸点の考察を欠いてはならないというべき
であろう。
［３］最後に，『資本論』および宇野氏の「価
値法則」理解に対する以上のような検討をふま
えて「価値法則」論の体系化に関する一応の方
向性を確認しておこう。もちろん「価値法則」
を単なる定義の問題に解消しないためには,｢価
値法則」の内容をここで結論的に指摘しても無
意味であって，「価値法則｣論の具体的展開があ
らかじめ必要なのはいうまでもないが，以上の
ような検討をふまえつつ，次項で「価値法則」
論の具体的展開を考察するための基本的視角と
してさしあたり次の諸論点をあげておくことだ
けは可能と思われる。まず第１は，全体の前提
として，「価値法則｣をなによりも資本制的生産
の基本法則として把握すべきであるという点で
あって，前資本制的生産への「価値法則」の適
１２）用可能|生は明確に否定されなければならない。
つまり「価値法則」論の固有な対象はなにより
も資本制的生産に設定されるべきことが重要な
のであり，まずこの点が「価値法則」論展開の
ための第１の基本的視角といってよい。つぎに
第２に「価値法則」の主要内容として「等労働
量にもとづく等価交換」という命題はいずれに
１３）しても採用不能だとし､うことである。つまり一
方では，「等労働量にもとづく」，投下労働量に
よる価値規定を生かすかぎりそれを直接商品交
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者が一体となったワン・セットとして解明・展
開されてはじめて「価値法則」の内容として一
定の意味をもつわけであり，その点では「価値
法則」は，単なる静態的・結果的な「価値」の
法則ではなく，その「価値」の関係を形成して
いく「運動過程」をも組みこんだ，まさに１つ
の「運動法則」とみなされなければならないの
も当然といえよう。最後に第５は，そうとすれ
ば結局「価値法則」論とは，原理論の特定部分
に限定されてではなく，原理論体系のまさに全
体において解明される必要があるという点に他
ならない。すなわち，「価値法則｣論が，その体
系内部に，「価値法則」展開の「形態論」と「機
構論」とを－その「根拠論」とともに－含
むとすれば，その「形態」は主に「流通形態論」
で，そしてその「機構」が主に「分配関係論」
でそれぞれ説かれる以上，「価値法則｣論体系と
しては，その実体的「根拠」をあきらかにする
「生産過程論」とともに，まさに原理論の全体
系を包括するといわねばならない。換言すれば
原理論体系の全体が,見方をかえれば同時に｢価
値法則」論に他ならないわけで，「価値法則」論
の体系化のためには，この「価値法則」論が原
理論の各パートでどのような特有な展開を示し
つつ，そのうえでそれらが相互にいかなる関係
にあるのかをトータルに分析していくことがど
うしても必要だと考えられる。
そこでつぎに，「価値法則｣論に対する以上の
ような基本的視角をふまえて，「価値法則｣論が
原理論体系の中でどのように具体的に展開して
いくのかを立入ってみていくことにしよう。
換の問題にまでは拡張できないし，また他方逆
に，「等価交換｣という商品交換原理を生かすか
ぎり，そこにただちに投下労働量にもとづく価
値規定をあてはめることはできない以上,「等労
働量」関係と「等価交換」関係とを両立させる
ことは不可能なのである。したがってそうとす
れば，「等労働量」の問題と「等価交換」の問題
とは，一応互いに切りはなして，それぞれ固有
の論理次元の下で把握し直されなければならな
いように考えられるが，このことはヨリつきつ
めていえば,－よくいわれるような－｢価値
法則」を単なる商品交換比率の決定原理に解消
してはならないことをも同時に明瞭に示してい
るといってよかろう。まだ第３に，原理論体系
の中で「価値法則」が「修正」をうけるという
ような取りあつかいがなされてはならない点に
も注意が必要である。例えばくりかえしみてき
たような｢価値一生産価格｣の問題がそうであっ
て，原理論という同一の基盤の上に，「価値どお
りの交換」にもとづく「価値法則」と，「生産価
格による交換」にもとづく「価値法則」との「二
重」の「価値法則」原理が存在するとしてしま
うのでは，資本制的生産の基本法則として「価
値法則」を統一的に把握したことには決してな
らないであろう。その点で「価値法則」論が首
尾一貫した統一的論理で－－途中で「修正」と
いう不連続面をもつことなしに－－体系的に展
開されなければならないのはいうまでもないの
である。
さらに第４は，「価値法則｣に関し，そのいく
つかの内容を主張するにしても，その内容を結
論的＝定義的に指摘しても無意味なのであり，
あくまでもその「内容」について，それが発動
していくための資本制的生産に固有な「形態」
（＝「形式｣）と，それが現実的に貫徹していく
ための「機構」とがあわせて解明されなければ
ならない，ということである。いいかえれば｢価
値法則」の構成内容については，その内容を形
成する｢形態｣，およびその内容が運動していく
「機構」とを合わせもつものとして，いわば三
IＩ流通形態論と価値法則
［１］まず最初に流通形態論の展開における
「価値法則」のあり方からみていこう。さてこ
の流通形態論はいうまでもなく商品一貨幣一資
本の展開からなるが，「資本論』にあっては第１
巻第１．２篇の部分に相当する。もっとも『資
本論」ではこの部分は，冒頭商品論での価値の
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実体規定に制約されて，形態規定のその固有な
意義が十分には発揮されずに，むしろ「実体」
と「形態」とがコミになって展開されるという
難点をまだ残していた。それに対して宇野氏の
場合には，冒頭商品論から価値実体規定が排除
されることによって，商品一貨幣一資本の展開
が，生産過程とは関わらない純粋な｢流通形態」
として整理純化されることとなった。そしてこ
のような手続きによってこそ，原理論の全体的
体系化が大きく進展させられたとともに，当面
の「価値法則」論の展開にとってもその基本的
前提条件が形成されるに至ったと考えてよい。
そこでこのような「流通形態論」的視角をふま
えて，商品一貨幣一資本の展開に対応してその
中で，「価値法則｣論がどのように位置づけられ
るべきかをみていくことにしたい。
［２］まず第１に「流通形態論」の端初とし
ては「商品形態論」が展開される。そしてこの
商品形態論としては，①実体規定からは分離さ
れた「形態規定」として設定されること，しか
も②歴史規定的に単なる無規定なものではな
く，資本制的生産からの歴史的規定性を保持し
たものとして設定されること，の２つの要件が
充足される必要があり，その点から商品形態論
では，「一定の量的基準を有しつつ,他商品との
全面的交換要請・可能性をもつ，同質性」とし
１４）ての「価値｣概念が解明されなければならない。
つまりこの「流通形態論」の最初において，資
本制的生産の最も原基的な形態である商品形態
が，資本制的生産における価値関係を最も端初
的に表現する価値概念にそくしてあきらかにき
れていくわけであり，その意味では資本制的生
産における「価値法則」論展開のための－番微
小な単位規定がこの商品形態論て､示されている
と考えられる。いい換れば，「価値法則｣が資本
制的生産の総体において現実的に展開していく
際にも，それを最小規模に解析してみると，ま
ず商品形態という姿をとりつつ，しかも，資本
制的生産からの規制をうけた，全ての商品と同
質な，「価値概念｣という規定性をもってはじめ
て現実化しうる，という関係にあるといってよ
く，その点でまさにこの商品形態こそ，「価値法
則」を，単なる無規律な現象的運動としてでは
なく，一定の内的基準をもった１つの「法則」
として展開させていくために不可欠なまず第１
の構成要素をなしていることになろう。
つぎに「流通形態論｣の第２領域としては｢価
値形態論」が展開される。つまり商品形態にお
ける「価値」と「使用価値」との特有なあり方
に規制されて，個々の商品は，自己の価値的性
格を他商品との社会関係の中で「価値形態」の
展開として表現する以外にはないが，商品価値
は他商品によって「主観的」「観念的」に表現さ
れるという価値表現のこのような特有な方式こ
そ，資本制的生産における価値表現の，そして
その裏側からいえば価値実現の特殊性を示すも
のに他ならない。このようにして，この「価値
形態論」では，「価値表現｣＝「価値実現」の資
本制的特殊性が明確にされるとともにその内的
関連を通して，価値性格の独立体としての「貨
１５）幣形態」が論理白勺に措定されてくるのであるか
ら，結局，「価値形態論」と「価値法則」論との
関係については，この「価値形態論」の中で，
１つには，価値法則の具体的展開にとって基本
的前提となる「価値表現」－「価値実現」の特
殊性が明瞭になること，もう１つには，価値法
則を具体的に展開させていくための，「商品形
態」よりも一層すすんだ「形態的」規定として
の「貨幣形態」が導出されてくる点が，ポイン
トとなろう。要するに「価値形態論」は，「価値
法則」論展開のための，「商品形態論」から「貨
幣形態論」への媒介論理系をなしているといっ
てよいのである。
そして第３に｢貨幣機能論｣が「流通形態論」
の次の課題として解明されていく。いまみたよ
うに，商品形態論をうけて，価値形態論におい
て貨幣形態が規定されるが，この貨幣は，資本
制的生産における価値表現＝価値実現方式の特
殊性を前提として，商品価値を積極的・現実的
に実現する，能動的な作用機能をはたすといつ
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品・貨幣を基礎的前提としつつも，それを自己
運動内部にその－部としてすでに編成している
－わけであり，その点で，「資本」は商品･貨
幣をさらに超える１つの流通形態規定であるこ
とがわかるが，その場合，資本機能のヨリ進ん
だ側面としては次のことが特に重要であろう。
すなわち，商品形態論で示された「価値概念の
本質」や価値形態論で明瞭になる「価値表現＝
価値実現方式の特殊性｣,さらには貨幣論で設定
された｢貨幣の商品に対する積極的な作用内容」
などの,商品一価値形態一貨幣諸規定の特質が，
いずれもこの資本形式論において現実的に展開
される－いうまでもなく真に「現実的」とい
えば原理論の全体でという他はないが，ここで
一応の本格性をもって展開される－という関
係にあり，特にそのことを条件として，資本形
態の形式構造上の特殊性一つまり自己形式内
部に「Ｇ－Ｗ｣＝「需要」と「Ｗ－Ｇ｣＝「供給」
とを内的・全体的に含んでいるという資本形式
としての特殊性一にもとづき，価値尺度機能
の現実的発動による商品価格水準の形成機構が
解明可能となる，ということであって，その意
味で「資本形態」が「商品形態」・「貨幣形態」
を包括したその総合規定になりえていることは
１７）
明白であろう。したがってそうであれ｛ま，この
「資本形態」が「価値法則」を1つの法則とし
て展開させていくための，商品や貨幣をさらに
超える，ヨリ進んだ「形態的」ファクターであ
ることはいうまでもないのであり，むしろ「価
値法則」展開の「形態的」要素としてすでに独
自に展開をみた「商品」および「貨幣」は，こ
の「資本」のヨリ抽象的な構成要素にあたると
考えるべきであろう。
［３］以上のような，「価値法則」論にはたす
商品・貨幣・資本の具体的意義の検討をふまえ
て，「流通形態論」の，「価値法則」論に対する
全体的役割を整理しておこう。さて，資本制的
生産において「価値法則」が１つの統一だった
規則的な「法則」として展開していく場合，「価
値法則」のその「法則性」の現出に対して，商
てよい。このようにして，商品と貨幣との相互
関係の中で商品流通運動が形成されるが，そう
であれば，その商品流通運動を動かしていく能
動的作用をはたすものとしての貨幣は,｢価値法
則」を具体的に展開していくための，商品より
も－段すすんだ「形態的」要素をなしているこ
とがあきらかであろう。なぜなら，「価値法則」
を１つの法則として作りあげていくまず第１の
要素的前提が「商品形態」であるのに対し，そ
の商品に積極的な作用を働きかけながら「商品
流通」を形成していく主体がまさにこの貨幣で
ある以上，この「貨幣形態」が，商品を最小単
位として展開していく「価値法則」を商品と貨
幣との相互作用の中でヨリ進んで解明可能にす
る１つの「形態的」要素に他ならないのはいう
までもない，からである。そしてそうなれば，
この貨幣論を構成する「価値尺度」・「流通手
段」・「貨幣としての貨幣」－さらにこの内部
規定をなす「蓄蔵貨幣」・「支払手段」・「資金」
－などの諸規定は，「価値法則｣に対する貨幣
の以上のような積極的関わりをさらにいくつか１６）
の側面から具体白勺に解明する役割を果している
と考えてよいわけで，要するに，貨幣機能論は
「価値法則」展開のための，商品論次元を超え
てそれに接続する第２の「形態的」論理だと総
括できるように思われる。
そのうえで第４に「流通形態論」の総括規定
として「資本形式論｣が展開される。つまり「貨
幣論」の最終規定たる「資金」を軸に，一方で
の無限大の貨幣増殖動機と，他方での商品流通
からの貨幣自立化，が示されることによって，
ヨリ多くの価値増殖をめざして独自な活動を開
始する資本形態が論理化されるといってよい。
そしてこの資本形態一｢商人資本的形式」・
「金貸資本的形式」・「産業資本的形式」の三形
式一においては，主体としての資本価値が，
商品と貨幣の形をとっては捨てるという自立的
運動が進行していくのであるから，商品と貨幣
とはその資本の自立的運動体の１つの姿態とし
て位置づけられている－換言すれば資本は商
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品・貨幣・資本という，個別的性格をもったこ
の「流通形態」規定が決定的役割を果すことが
まず確認されねばならない。つまり，「法則性」
のこの発動については，資本制的生産が，超歴
史的な経済原則としての「実体」を，個別的運
動を形成する主体たる，商品・貨幣・資本とい
う「流通形態｣＝「形態」を通して実現している
点が重要なポイントをなしているのであり，｢一
定の量的基準を有しつつ，他商品との全面的交
換要請･可能性をもつ，同質性」という「価値」
性格を具体的に担う個別的な「形態」としての
商品・貨幣・資本が「実体」編成の主体をなし
ているからこそ，「実体」からの原則的規制が，
単に無規律な現象として拡散していくのではな
く，一定の収束値をもった，１つの「法則」的
作用として受けとめられていくと考えてよい。
いいかえれば，１つの社会を経済的に維持させ
ていくのに不可欠な基本的条件の大枠を示すも
のとしての「経済原則」も，「価値関係」にもと
づいた全面的な交換の必然性をもつ，この「流
通形態｣に媒介されてはじめて，１つの秩序だっ
た運動基準をもつ「経済法則」として現出する
ということに他ならず，その点では，資本制的
生産において，「経済原則｣を，単なる無規律な
経済現象としてではなく，一定の規則性に裏づ
けられた１つの「経済法則｣＝「価値法則」とし
て展開させる軸点こそ，商品・貨幣・資本とい
う，価値関係を担いつつ個別性をその特質とす
るまさにこの「流通形態」だといわざるをえな
い。
このように考えてよいとすれば，まず一方で
は，これら商品・貨幣・資本が「価値法則」展
開のための不可欠な構成要素であることが明確
であるが，他方その場合，くりかえしみたよう
にこれら商品・貨幣・資本は実体規定をまだ前
提としない「形態」規定である他はなく，さら
にいえば「実体」たる内容を包み媒介・包摂す
る，「形態」としての「容器」であることからし
て，これらの「流通諸形態」こそは，やや特有
な用語を用いれば「形態的装置」－｢実体」と
しての内容・エネルギーを包括・編成・伝達す
る１つの客観的容器たる「装置」－と規定づ
けしてよいものであろう。したがって要するに，
商品・貨幣・資本という３つの「流通形態」規
定は，「価値法則｣を現実の運動法則として展開
していくためのまさに「形態的装置」だと結論
してよいのであり，その意味で，「流通形態論」
こそ，原理論体系の全体を通して展開・論証さ
れるべき「価値法則」論のそのまず第１の領域
として，「価値法則」論体系の「形態的装置論」
と意義づけきれてよいように思われる。
IⅡ生産過程論と価値法則
［１］つぎに「生産過程論」における「価値
法則」論の展開をみていこう。さてこの「生産
過程論」は内容的には「資本の生産過程」・「資
本の流通過程」・「資本の再生産過程」という大
きな３つの部分よりなるが，ここでは，「資本の
生産過程」論冒頭での超歴史的な「労働＝生産
過程」にもとづく「実体」規定を前提に，その
「実体」が資本によって総体的･均衡的に包摂・
編成されていく構造が「価値形成＝増殖過程」
「資本の流通過程」「資本の再生産過程｣として
あきらかにきれていく。その点からするとこの
「生産過程論」では，流通運動としての資本が
「労働＝生産過程」を自己の姿態変換内部に組
みこむことによって価値増殖過程として編成さ
れつつ，さらにそれが自己更新力をもった資本
蓄積・再生産プロセスとして進んで解明されて
いくのであるから，結局この「生産過程論」は，
資本存立の基本的自立＝自律的根拠を，資本一
賃労働の内的生産関係にそくしてあきらかにし
ていると意義づけ可能であろう。したがって，
この｢生産過程論｣では，「流通形態｣が｢労働＝
生産過程」という「実体」を包摂することによっ
て，資本制的生産過程として確立する関係が分
析されていくのて､あって，「形態」と「実体」と
の結合関係がここで解明されているとみてもよ
いが，しかしここで特に注意が必要なのは，こ
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の「生産過程論」では，資本制的生産としての
「実体」と「形態」とのこの結合過程が，あく
までも内的・均衡的に－したがって総体的な
労働実体にもとづく「価値関係｣において－解
明されるにとどまっている，という点に他なら
ず，それに対してその結合過程の現実的・機構
的な－したがって個別的な「価格関係」にそ
くした－－分析は，次の「分配関係論」の課題
とされねばならないのはいうまでもない。そこ
で以上の点をふまえて，このような特性をもつ
「生産過程論」の中で「価値法則」論がどのよ
うにして展開していくかをつぎに具体的に考察
していくことにしよう。
［２］この「生産過程論」では第１に「資本
の生産過程論」が展開される。そしてまずその
冒頭では超歴史的な「労働＝生産過程」が説か
れて，資本制的生産も超歴史的な「労働＝生産
過程」をその「実体」としていることが示され
ることにより，資本制的生産の現実的運動法則
としての「価値法則」はこの「労働＝生産過程
論」においてその最も基底的な「実体的根拠」
１８）
を得ていることが明確となるが，つし薊でこれを
うけて次の「価値形成＝増殖過程論」では，こ
の「労働＝生産過程」が資本運動の下では価値
を増殖するプロセス以外ではないことにもとづ
き，まさにこの価値増殖運動を軸点としてこそ，
資本存立の現実的根拠が形成をみるとともに資
本一労働の階級的生産関係が「必要労働一剰余
労働」という労働における実体的関係によって
規制されること，もあきらかになるといってよ
い。その意味で，この｢価値形成＝増殖過程論」
では，「労働＝生産過程論｣での超歴史的な実体
面からの根拠づけを前提に，資本制的生産を現
実的に遂行していく資本一労働の階級関係が，
「必要労働一剰余労働」に根本的に基礎づけら
れた価値の実体的関係にその存立根拠を有して
いる点があきらかになるわけて､，結局ここで，
「価値法則」の「実体的根拠」が労資の実体的
価値関係にそくして法則的に解明されていると
１９）
考えられる。しかもそれにともなし､，この「価
値形成＝増殖過程論」を通して－－総体的にで
はあるが－－｢価値の実体規定｣も論証をみるの
であるから，投下労働量による商品価値の決定
というこの視点からしても，「価値法則」が｢流
通形態論」での単なる「価格規定」や「分配関
係論｣での｢生産価格｣規定に対してヨリ立入っ
た「実体的根拠」づけを得ていることはあきら
かであろう。
つぎに「生産過程論」では第２に「資本の流
通過程論」が分析対象となる。この「資本の流
通過程論」では，単なるＧ－Ｗ，Ｗ'－０という
「狭義の流通」ではなく，資本が生産を包みこ
むことによって全体として流通運動を形成する
という「広義の流通」が分析されるが，生産を
包摂する資本が本来流通形態であることにもと
づき，生産を実現した資本運動は必然的に流通
運動以外ではないことがここであきらかとな
る。そして，この流通運動の独自な内容として
は，単なる「価値｣－「価格」量とは区別される
「費用」概念や，時間集積量（Zeit）とは区別
される一定のインターバル規定としての｢期間」
概念（Periode）によって構成される「循環」・
「回転」規定が設定されていきそれを通して，
資本が生産過程を実現しながら全体として資本
流通運動として展開していく際の諸契機があき
２０）
らか|こされるといってよい。その場合，資本の
流通運動としてのこのような不可避性が,結局，
資本による，生産という実体的基礎の確保とい
う点に基づく以上，資本が｢循環」「回転」とい
う流通運動を必然的に経過しながら｢費用」「期
間」などの独自な契機を展開し，それによって
資本の価値増殖運動に一定の制約を与えざるを
えないという，資本流通運動としての固有性も，
資本が生産をとらえてその実体的存立根拠を確
立したことの別表現に他ならず，その点でこの
「資本の流通過程論」は資本存立に関する実体
的根拠論のまさに別規定になっているわけであ
る。したがってこの「資本の流通過程論」は，
資本存立根拠論の別方向からの規定というその
性格をふまえると，「価値法則｣論展開もこの資
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本流通運動という枠組を無視しては現実化しえ
ない点を明確にしていると考えてよく，要する
にその点で，「資本の流通過程論｣の｢価値法則」
論展開に対してはたす意義も，その「実体的根
拠論」を，資本流通運動という，資本存立の実
体的条件確保に対する「裏側規定」に特に着目
して分析する点にある，と結論できるように思
われる。
そのうえで第３に「資本の再生産過程論」が
「生産過程論｣の最後の領域として展開される。
さてこの「資本の再生産過程論」は大きくいっ
て「資本蓄積論」と「再生産表式論」とからな
るが，まず「資本蓄積論」では，資本運動にお
ける不断の自律的更新が資本による労働力商品
確保の仕組みを通してあきらかにきれていく。
つまり，資本が自ら生産して供給することので
きない労働力商品を，資本は，－固定資本の
制約に対応した－｢構成不変の蓄積」と「構成
高度化の蓄積」との相互交替的な資本蓄積様式
の展開にもとづく，「相対的過剰人口｣の｢形成」
と「吸収」という「資本主義的人口法則」の中
で，まさに自立的＝自律的に調達可能なことが
示されるのであり，こうして，一般商品に加え
て，いまや労働力商品をも，資本は，資本蓄積
様式という特有な方法を通してではあるが自由
に確保できるに至ったわけであって,その点で，
資本制的生産の，自己自身によるその内的存立
２１〉根拠の確立がここで明確になるといってよし､。
そしてこの点があきらかになれば，資本蓄積論
にはさらに次のような重要な意味が含まれてい
ることにも注意が必要となろう。すなわち，「構
成不変｣_「構成高度化」というこのような資本
蓄積様式の特殊な展開サイクルを媒介として，
労賃水準一労働力商品の価値一生活水準も決定
をみるということであって，この点は，一方で，
「必要労働」の内容をヨリ具体的に確定するこ
とによって剰余価値論に立入った規定を与える
とともに，他方で，のちの景気循環論に対する
循環規定の基本構成をなす，という枢軸的役割
を果していると考えられる。このようにいって
よければ，この「資本蓄積論」は，労働力商品
の自律的調達機構の解明一労働力価値規定の確
定という側面から，資本制的生産の自立＝自律
的遂行に関する根拠を解明しているのであり，
したがってそれは，「生産論」でその「実体的根
拠」を得る「価値法則」論の展開を，その「根
拠確立論」という点にそくして一層立入って考
察するものになっていると意義づけできよう。
ついでこの「資本の再生産過程論」では第２
に「再生産表式論」が展開される。いまみたよ
うに，一般商品とともに労働力商品をも資本が
自立的に確保しえることになれば，資本はいま
や再生産の全体を自らの内部で処理できること
になるから，資本は「資本の再生産過程」とし
て社会の全体的編成をここに可能にするのであ
る。そして資本による再生産の特有な形態によ
るこのような処理･実現･編成を１つの統一だっ
た表式として総括したものこそ「再生産表式」
に他ならないが，Ｉ（ｖ＋、）＝IＩＣ，Ｉ（ｖ＋
、）＞IＩＣなどに代表される「再生産の基本条
件」の解明を通して，資本の再生産という特殊
な規定性をもってではあるが，超歴史的な再生
産の原則を自立的に遂行可能であること－つ
まり逆にいえば，資本による再生産の編成運動
は超歴史的な再生産の実体的関係をその根底的
な条件としつつそれによって基本的に規制され
ていること－，がまさに明瞭になっていると
いわざるをえない。したがって，この「再生産
表式論｣は，資本制的生産の存立基盤に対して，
超歴史的な再生産の原則の資本形態による実現
という点から，その「実体的根拠」をあきらか
２２〉
|こしていると考えてよく，そうとすれば,｢価値
法則」論も，以上のような内容から，この「表
式」論で最も包括的な「実体的根拠」を付与さ
れると同時に，－－再生産の原則の中にその重
要な－表現として「労働配分の適正化」を含む
以上－，「資本の生産過程論｣でその基本的規
定が与えられた，「労働価値説｣についてもここ
でヨリ立入った内容規定があきらかにきれてい
くことになるのはいわば当然であろう。
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［３］つづいて「生産論」各パートの「価値
法則」論展開にはたすこのような意義を前提と
して，「生産論」全体が「価値法則」論に対して
もつ関係をまとめておこう。すでにみたように
「流通形態論」においては，資本制的生産が，
商品一貨幣一資本という特有な「流通形態」に
よって実現されることにもとづき「価値法則」
が１つの統一的な「法則性」をもって展開して
いく必然性が解明されたわけであり，その意味
でそこでは，資本制的生産を編成する「形態」
の側から「価値法則」形成・成立の「法則」的
意義が確認されたといってよいが，しかし資本
制的生産における「価値法則」展開の必然性は，
編成主体としてのこのような「形態」の方向か
らだけで十分に示されるわけではもちろんな
い。つまり，その編成主体の「形態的」特殊性
を前提にしたうえで，その「形態」によって実
現・編成される内容・内実の特殊性がつぎに問
題とされねばならないのであって，このような
固有な意味をもつ「流通形態」によって包摂さ
れる超歴史的な「労働＝生産過程」が，単に資
本制的生産にのみ特殊なものではなく，あらゆ
る社会形態に共通な，人間社会の存続に不可欠
な，再生産の原則的条件に他ならない以上，こ
のような内容・内実を特有な「形態」によって
処理・実現した資本制的生産がその運動展開に
おいて，この内実からする一定の「基礎づけ・
条件づけ」を受けるのはいうまでもないであろ
う。そうであれば，資本制的生産はこのような
「実体」を包摂して，超歴史的な再生産の原則
を自らの基礎にすることによってその自立的な
存立根拠を確保すると同時に，－まさにその
裏返えしとして－－再生産の原則からする一定
の制約＝限度設定をその反作用として受けとっ
ているのであり，まさにそのことが，資本制的
生産が，単なる無秩序な現象としてではなく一
定の限度をもって「法則的」運動を展開してい
くその実質的根拠だと考えられる。その意味で
この「生産過程論」は，資本制的生産が一定の
法則的運動を展開し，したがってそこに「価値
法則」を検出しえるための「実体的根拠」論を
なしていぢといってよいが，その場合くれぐれ
も重要なことは，「価値法則｣論展開のこのよう
な必然性＝根拠づけが，単なる「根拠論」一般
にとどまるのではなく，資本制的生産も超歴史
的な再生産の原則を自らの内部に定位しつつそ
れをその実質にしているという，まさに「実体
面」からの「根拠」づけに関わっている，とい
う点に他ならない。
そして「価値法則」論に対する以上のような
「実体面からの根拠づけ」を，この「生産過程
論｣では－すでに具体的にみたように－｢資
本の生産過程」論・「資本の流通過程」論・「資
本の再生産過程」論の三側面からそれぞれ独自
の課題をもって遂行しているので､あり，まさに
その全体を通して，「価値法則」論展開の「実体
的根拠」論が解明されていると考えてよい。要
するに，「流通形態論」が「価値法則」論展開の
「形態的装置」論であったのに対し，この「生
産過程論」は，「価値法則」展開の「必然性」を
その「実体」的特殊性を基軸にして分析すると
いう，「価値法則」論展開の「実体的根拠」論と
して位置づけられることが可能であろう。
1Ｖ分配関係論と価値法則
［１］最後に「分配関係論」における「価値
法則」論の展開をみていこう。さてこの「分配
関係論」は『資本論』の「総過程論」にあたる
部分だが，そこでは「利潤」・「地代」・「利子」
といういわゆる剰余価値の「分配範檮」が解明
されながら，資本制的生産の現実的運動機構が
考察されていく。つまり，これまで「流通形態
論」および「生産過程論」で資本制的生産の現
実的運動のそれぞれ「形式」と「根拠」が分析
されてきたが，しかしこのようなその「形式」
とその「根拠」の解明だけでは資本制的生産に
おける現実的運動の全体像はまだあきらかとは
ならないのであって，このような特有な｢形式」
と「根拠」とをもつ資本制的生産がどのような
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「機構」を通して具体的に運動していくのかが
つぎに明確化されなければ，資本制的生産の
トータルな運動構造は決して示されえないと
いってよい。そこで，「生産過程論｣でその｢根
拠」論にそくして内的・本質的に解明をみた資
本制的生産の存立．,展開論理が，この「分配関
係論」において「機構論」としてさらに立入っ
て分析される必要があるわけだが，その際，こ
のような「機構論」的および「分配論」的方向
性を可能にした，「生産過程論」から「分配関係
論」への論理的移行上のポイントとなるのは，
まずなによりも「一般的」「総体的｣→｢具体的」
「個別的」というパラダイムにおける転換で
あって，「生産過程論」における，「総資本一部
分資本」という総体的視点をはずして，競争を
軸とした「個別資本」という個別的視点を前面
から導入するという点に，この「分配関係論」
の特徴がある。そう考えると，資本制的生産の
現実的運動過程を個別的視点から「機構論」と
してヨリ立入って解明する点に，「分配関係論」
の篇別構成上の課題があることになるが，そう
とすれば，その「形態的装置論」や「実体的根
拠論」としてすでに分析されてきた「価値法則」
論がここで特に機構分析の面からさらに進んで
展開されていくことになるのは当然であろう。
以上のような「分配関係論｣の特質をふまえて，
「価値法則」論の「分配関係論」における具体
的展開を続いてみていくことにしよう。
［２］さてこの「分配関係論」の第１領域と
してはまず「利潤」が展開される。つまり，個
別資本が現実的な競争過程で運動を展開する際
の端初の固有規定として「費用価格」－｢利潤」
規定があきらかにきれ，それを通した競争の結
果，「平均利潤率」および「生産価格」概念が措
２３）
定されていく。換言すれば，このような｢禾ﾘｵ閏」
－｢利潤率」－｢生産価格」という規定こそ，個
別資本が資本制的生産の現実的運動「機構」の
－構成分子として行動するための｢基本的枠組」
だと考えられてよいが，そうであれば，この｢生
産価格論」では，「価値法則」が個別資本の現実
的運動を通して｢機構論」として具体的に展開・
貫徹していくためのまず第１の「基本的枠組」
が設定されていることになろう。そしてそこで
は特に，「価値法則」の「実体的根拠論」におい
て決定的な重要性をもっていた，「価値｣－｢剰
余価値｣－｢剰余価値率」などの規定が，それぞ
れ「生産価格」－｢利潤」－｢利潤率」などの現
実的タームによって受けとめられつつ貫徹され
るとともに，前者が後者を「内的」に「規制」
している関係も示されるのであるから,｢価値法
則」の「実体的根拠論」がその「機構論」にお
いて具体化＝貫徹されている関連がここで明瞭
に確認されているとも考えられる。
つぎに第２にこの「生産価格論」をふまえて
「市場生産価格論」が展開される。つまり，こ
の「市場生産価格論」では，最大限の利潤をめ
ざす個別資本の，部門内および部門間での自由
な競争一資本移動の結果として，その部門を社
会的に代表する均衡価格水準が形成されていく
ロジックが解明される－－具体的には，その部
門内の社会的需要を充足する供給分のうちの，
最劣等限界投資の個別価格によって「市場生産
２４）
価格」水準|ま決定をみる－力欝，その意味でこ
の「市場生産価格」こそ，部門内および部門間
での「需給構造」とそれに対応する「競争過程」
とを全面的にふまえている点で,－｢生産価格
論」を前提にしつつそれをさらに超えた－資
本制的生産の現実的競争「市場」における最も
現実的かつ「機構的」な価格分析論になりえて
いるといえよう。そしてそうであれば，「価値法
則｣論もこの｢市場生産価格論｣においてヨリー
層進展をみるのは当然であって，「価値法則｣が
「分配関係論」で現実的な「機構論」として展
開されていくのに際し，まず「生産価格論」で
「価値法則」の機構的展開のための「基本的枠
組」が示されていくとすれば，この「市場生産
価格論」では，この「生産価格」規定を，「現実
的市場関係」において「市場生産価格」規定と
して現実化させつつその背後から機構的に「支
える」ことによって，「価値法則」展開の現実的
第３２号昭和５８年金沢大学教育学部紀要（人文科学・社会科学編）192
制.縮小」との両面的作用は，特に「信用創造」２７）論において端白勺に示されるが,いずれにしても，機構に対するその「内容形成論」になっていると思われる。
そしてこの「市場生産価格論」の１つの「応
用問題」として「地代論」が展開されるが，こ
こでは，「土地｣という，資本によって自立的に
は解消しえないものに関わる生産条件の差と，
「土地所有」の資本運動に対する制約の問題が
発生するが，そのような土地所有のもたらす作
用も，「差額地代」および「絶対地代」という，
資本の側からする現実的対応によって一応現実２５）白勺に処理される点が示される。むしろこのよう
な「地代」範檮の設定によってこそ，資本の方
向からする利潤率均等化運動は具体的に貫徹し
ていくわけであって，資本が土地その他の自然
的制約を処理する資本制的機構がそこに構築さ
れていると考えてよい。その点でまさに，「価値
法則」論は「市場生産価格論」の適用論理とい
えるこの「地代論」においてヨリー層の貫徹を
みるというべきであろう。
さらに第３に「信用制度｣論にもとづいて｢利
子」が規定されていく。さてこの「信用論」で
は「商業信用｣￣「銀行信用｣－「銀行組織」論
を通して，産業資本一銀行資本の間の，資金を
めぐる需要・供給という貨幣市場の形成があき
２６）らかになる。つまり一方で，「手形割弓|｣におい
て，産業資本→資金借手，銀行→資金貸手とい
う関係で「貸付利子」が規定されるとともに，
他方で，「預金｣において，産業資本→資金貸手，
銀行→資金借手という関係で「預金利子」が規
定されるのであるが，その両面を通して，産業
資本相互間およびそれらと銀行の間での資金需
給構造が統一的な「貨幣市場」として成立をみ
￣まさにその意味で，「信用機構」は「資本蓄
積」の関数的メカニズムをなしているといって
よいが￣，さらに，その中で形成される「利
子率｣の変動にもとづいて，「信用機構」は，資
本制的生産の蓄積運動に対する拡大．促進作用
と同時にその強制的抑止作用をも現実的にはた
していくのである。そして「信用機構」の，資
本蓄積に果す，このような「促進.拡大」と「抑
この「信用論」では，「信用機構」が，利潤率一
生産価格一市場生産価格というかたちで現実化
する資本蓄積運動を，資金形成およびその需
給・利用関係を通して，ヨリー層効率化しつつ
社会的に調節していく仕組みが展開きれるわけ
であり，総じてここでは，資本制的生産の現実
的な編成運動過程のヨリ組織的な「機構」化が
解明されているといってよい。そこでそう考え
れば，この「信用論」の中で，資本制的生産の
運動過程がヨリ機構的に整備されて示されるの
があきらかであるから,「資本制的生産の現実的
運動法則」としての「価値法則」が，このよう
な「信用機構」にもとづくヨリ整備された「機
構」の中で，ヨリ一層整った「法則」的展開を
とげていくことは自明であって，「価値法則｣が
ここでは，「信用機構｣をいまだ完備しない利潤
論次元でのメカニズムにおいてより，一段と感
受性の高い精密な法則的システムとして自らを
現実化していけることはいうまでもないであろ
う。要するにこの意味で，「信用論」では「価値
法則」論の「機構論」的解明が，「利潤論」段階
から進んでヨリー層深化・拡充されていると結
論してよいように思われる。
最後に第４に,以上のような｢生産価格｣_｢市
場生産価格｣－「利子」規定をうけて，「分配関
係論」の総括的ロジックとして「景気循環論」
が展開される。つまり，これまでの原理論体系
を通して展開されてきた，価値増殖運動および
資本蓄積運動を中軸としつつ，具体的には，労
賃水準によって決定される「利潤率の変動」と，
資金需給動向にもとづいて推移する「利子率の
変動」との合成作用によって，資本制的生産は２８）
現実白勺な景気循環過程を経過してし、〈。その場
合，恐慌を含むこの景気循環過程は，最も根底
的には，資本が自ら生産して調達しえない「労
働力商品」を自己の不可欠な存立条件としてい
るという「労働力商品化の矛盾」に帰因し，資
本がその「矛盾」を現実的に処理するための止





